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平成２８年５月２日

各国立大学法人総務担当理事 殿

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課長

氷 見 谷 直 紀

（印影印刷）

平成２８年熊本地震の発生に伴う国立大学法人法及び国立大学法人法

施行令における期限の定めのある規定の取扱いについて（通知）

このたびの熊本地震の発生に伴い 「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図，

るための特別措置に関する法律 （平成８年法律第８５号）第４条の規定に基づく「平」

成二十八年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置

の指定に関する政令 （平成２８年政令第２１３号）が平成２８年５月２日付けで公布，」

施行されましたが，これにより，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）及び国

立大学法人法施行令（平成１５年政令第４７８号）に基づく期限の定めのある規定につ

いて，下記のとおり取り扱うこととなりますので通知します。

なお，下記に基づく各国立大学法人における対応，その他震災による国立大学法人の

管理運営に対する影響等の状況につき，引き続き御連絡・御相談いただけるようお願い

いたします。

記

国立大学法人法及び国立大学法人法施行令において期限の定めのある規定の取扱いに

ついて

国立大学法人法及び国立大学法人法施行令に規定する以下の規定は，それぞれ履行

期限が定められているが 「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための，

特別措置に関する法律 （平成８年法律第８５号）第４条及び，平成２８年５月２日」

付けで公布・施行された「平成二十八年熊本地震による災害についての特定非常災害

及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令 （平成２８年政令第２１３号）」

により，国立大学法人法及び国立大学法人法施行令に規定する履行期限までに履行で

きないもので，かつ，その不履行が今回の災害によるものである場合は，平成２８年

， （ ）。７月２９日までの間 その不履行について責任を問わないこととすること 別紙参照



① 平成２７事業年度に係る業務の実績及び第２期中期目標期間に係る業務の実績

に関する報告書の提出（国立大学法人法第３１条の２第２項）

② 財務諸表の提出（国立大学法人法第３５条で準用する独立行政法人通則法第３

８条第１項）

③ 積立金の処分に係る承認の手続（国立大学法人法施行令第４条）

④ 国庫納付金の計算書等の提出（国立大学法人法施行令第５条）

⑤ 国庫納付金の納付（国立大学法人法施行令第６条）

【本件連絡先】

文部科学省高等教育局
国立大学法人支援課法規係

（電話）０３－６７３４－３７６０
（ＦＡＸ）０３－６７３４－３３８８
（E-mail）hojinka@mext.go.jp
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現
行
法
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お
け
る
規
定

 
特
定
非
常
災
害
特
別
措
置
法
に
基
づ

く
取
扱
い

 
①
平
成
２
７
事
業
年
度
に

係
る
業
務
の
実
績
及
び

第
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期
中
期
目
標
期
間

に
係
る
業
務
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績
に
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す
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書
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提
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（
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立
大
学
法
人
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１
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の
２
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２
項
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第
３
１
条
の
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国
立
大
学
法
人
等
は
、
毎
事
業
年
度
の
終
了
後

、
当
該
 

事
業
年
度
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
年
度
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い
ず
れ
に
該
当
す
る
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該
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号
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め
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項
に
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い
て
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評
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委
員
会
の
評
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受
け
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。
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中
期
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標
の
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お
け
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績
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標
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け
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績
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国
立
大
学
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は
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前
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よ
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と
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は
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文
部
科
学
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
各
事
業
年
度
の
終

了
後
三

月
以
内
に

、
同
項
第
一
号
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二
号
又
は
第
三
号
に
定
め
る
事

項
及
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当
該
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項
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つ
い
て
自
ら
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っ
た
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。
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８
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２
９
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。
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５
条
で

準
用
す
る
独
立
行
政
法

人
通
則
法
第
３
８
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又
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損
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財
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表
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。
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後
三
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文
部
科
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に
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け
れ
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い
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７
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８
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９
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国
立
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第
２
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。
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律
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百
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号
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。
）
第
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十
四
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一
項
又
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第
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の
規
定
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よ
る
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後
、
同
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第
一
項
の
規
定
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よ
る
積
立
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が
あ
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又
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損
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添
付
し
た
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類
を
重
ね
て
提
出
す
る
こ
と
を

要
し
な
い
。

 
２
 
（
略
）

 

国
庫
納
付
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２
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２
９
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。

 

⑤
国
庫
納
付
金
の
納
付

（
国
立
大
学
法
人
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令
第
６
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第
６
条
 

国
庫
納
付
金
は
、
期
間
最
後
の
事
業
年
度
の
次
の
事
業

年
度
の

七
月
十
日
ま
で

に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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庫
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年
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す
れ
ば
よ
い
。

 
 

 



（参考条文） 

 

○ 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する

法律（平成八年六月十四日法律第八十五号） 

（期限内に履行されなかった義務に係る免責に関する措置）  

第四条 特定非常災害発生日以後に法令に規定されている履行期限が到来する

義務（以下「特定義務」という。）であって、特定非常災害により当該履行期

限が到来するまでに履行されなかったものについて、その不履行に係る行政

上及び刑事上の責任（過料に係るものを含む。以下単に「責任」という。）が

問われることを猶予する必要があるときは、政令で、特定非常災害発生日か

ら起算して四月を超えない範囲内において特定義務の不履行についての免責

に係る期限（以下「免責期限」という。）を定めることができる。  

２ 免責期限が定められた場合において、免責期限が到来する日の前日までに

履行期限が到来する特定義務が免責期限が到来する日までに履行されたとき

は、当該特定義務が特定非常災害により履行されなかったことについて、責

任は問われないものとする。  

３ 免責期限が定められた後、前二項に定める免責の措置を免責期限が到来す

る日の翌日以後においても特に継続して実施する必要があると認められると

きは、政令で、特定義務の根拠となる法令の条項ごとに、新たに、当該特定

義務の不履行についての免責に係る期限を定めることができる。前項の規定

は、この場合について準用する。  

４ 前三項の規定にかかわらず、特定義務が災害その他やむを得ない事由によ

りその履行期限が到来するまでに履行されなかった場合について他の法令に

別段の定めがあるときは、その定めるところによる。 

 

○ 平成二十八年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し

適用すべき措置の指定に関する政令（平成二十八年政令第二百十三号） 

（特定非常災害の指定） 

第一条 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関

する法律（以下「法」という。）第二条第一項の特定非常災害として平成二十

八年熊本地震による災害を指定し、同年四月十四日を同項の特定非常災害発

生日として定める。 

（特定非常災害に対し適用すべき措置の指定） 

第二条 前条の特定非常災害に対し適用すべき措置として法第三条から第六条

までに規定する措置を指定する。 



（延長期日） 

第三条 第一条の特定非常災害についての法第三条第一項の政令で定める日は、

平成二十八年九月三十日とする。 

（免責期限） 

第四条 第一条の特定非常災害についての法第四条第一項の政令で定める特定

義務の不履行についての免責に係る期限は、平成二十八年七月二十九日とす

る。 

（法人の破産手続開始の決定の特例に関する措置に係る期日） 

第五条 第一条の特定非常災害についての法第五条第一項の政令で定める日は、

平成三十年四月十三日とする。 

（相続の承認又は放棄をすべき期間の特例に関する措置に係る地区及び期日） 

第六条 第一条の特定非常災害についての法第六条の政令で定める地区は、熊

本県の区域とする。 

２ 第一条の特定非常災害についての法第六条の政令で定める日は、平成二十

八年十二月二十八日とする。 

附則 

この政令は、公布の日から施行する。 

 

○国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号） 

（各事業年度に係る業務の実績等に関する評価等）  

第三十一条の二 国立大学法人等は、毎事業年度の終了後、当該事業年度が次

の各号に掲げる事業年度のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める事項

について、評価委員会の評価を受けなければならない。  

一 次号及び第三号に掲げる事業年度以外の事業年度 当該事業年度におけ

る業務の実績 

二 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度 当該事業年度におけ

る業務の実績及び中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間に

おける業務の実績 

三 中期目標の期間の最後の事業年度 当該事業年度における業務の実績及

び中期目標の期間における業務の実績 

２ 国立大学法人等は、前項の評価を受けようとするときは、文部科学省令で

定めるところにより、各事業年度の終了後三月以内に、同項第一号、第二号

又は第三号に定める事項及び当該事項について自ら評価を行った結果を明ら

かにした報告書を、評価委員会に提出しなければならない。  

３ 国立大学法人等は、遅滞なく、前項の報告書を公表しなければならない。 

 



＜国立大学法人法第三十五条で準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律

第百三号）第三十八条（読替え後）＞ 

（財務諸表等） 

第三十八条 国立大学法人等は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益

の処分又は損失の処理に関する書類その他文部科学省令で定める書類及びこ

れらの附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終

了後三月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 国立大学法人等は、前項の規定により財務諸表を文部科学大臣に提出する

ときは、これに文部科学省令で定めるところにより作成した当該事業年度の

事業報告書及び予算の区分に従い作成した決算報告書並びに財務諸表及び決

算報告書に関する監査報告及び会計監査報告を添付しなければならない。 

３ 国立大学法人等は、第一項の規定による文部科学大臣の承認を受けたとき

は、遅滞なく、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに前項の事業

報告書、決算報告書並びに監査報告及び会計監査報告を、各事務所に備えて

置き、文部科学省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。 

４ 国立大学法人等は、第一項の附属明細書その他文部科学省令で定める書類

については、前項の規定による公告に代えて、次に掲げる方法のいずれかに

より公告することができる。 

 一 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

 二 電子公告（公告方法のうち、電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって文部科学省令で定めるものにより不

特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受けることができる状  

態に置く措置であって文部科学省令で定めるものをとる方法をいう。次項に

おいて同じ。） 

５ 国立大学法人等が前項の規定により電子公告による公告をする場合には、

第三項の文部科学省令で定める期間、継続して当該公告をしなければならな

い。 

 

○国立大学法人法施行令（平成十五年政令第四百七十八号） 

（積立金の処分に係る承認の手続）  

第四条 国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「国立大学法人等」と

いう。）は、中期目標の期間の最後の事業年度（以下「期間最後の事業年度」

という。）に係る準用通則法（法第三十五条において準用する独立行政法人通

則法（平成十一年法律第百三号）をいう。第七条第二項において同じ。）第四

十四条第一項又は第二項の規定による整理を行った後、同条第一項の規定に



よる積立金がある場合において、その額に相当する金額の全部又は一部を法

第三十二条第一項の規定により当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に

おける業務の財源に充てようとするときは、次に掲げる事項を記載した承認

申請書を文部科学大臣に提出し、当該次の中期目標の期間の最初の事業年度

の六月三十日までに、同項の規定による承認を受けなければならない。  

一 法第三十二条第一項の規定による承認を受けようとする金額 

二 前号の金額を財源に充てようとする業務の内容  

２ 前項の承認申請書には、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照

表、当該期間最後の事業年度の損益計算書その他の文部科学省令で定める書

類を添付しなければならない。  

（国庫納付金の納付の手続）  

第五条 国立大学法人等は、法第三十二条第二項に規定する残余があるときは、

同項の規定による納付金（以下「国庫納付金」という。）の計算書に、当該期

間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、当該期間最後の事業年度の損

益計算書その他の当該国庫納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添付し

て、当該期間最後の事業年度の次の事業年度の六月三十日までに、これを文

部科学大臣に提出しなければならない。ただし、前条第一項の承認申請書を

提出したときは、これに添付した同条第二項に規定する書類を重ねて提出す

ることを要しない。  

２ 文部科学大臣は、前項の国庫納付金の計算書及び添付書類の提出があった

ときは、遅滞なく、当該国庫納付金の計算書及び添付書類の写しを財務大臣

に送付するものとする。 

（国庫納付金の納付期限）  

第六条 国庫納付金は、期間最後の事業年度の次の事業年度の七月十日までに

納付しなければならない。 


